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別 記

個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 事 項

野田市（以下「甲」という。）から指定管理者の指定を受けた者（以下「乙」と

いう｡）は、野田市立花輪保育所の管理に係る基本協定（以下「当該協定」という。

）による業務の処理に当たっては、次の事項を遵守し、個人の権利利益を侵害する

ことのないよう個人情報を適正に取り扱わなければならないものとする。

なお、野田市個人情報保護条例（平成12年野田市条例第25号）の規定に違反する

行為には、罰則が科せられる。

1 秘密の保持

(1) 乙は、当該協定による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知ら

せ、又は不当な目的に使用してはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、

又は指定を取り消された後においても同様とする。

(2) 事務従事者への周知

乙は、その事務に従事する者に対し、在職中及び退職後においても当該協定

による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目

的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項の周知

を図らなければならない。

(3) 漏えい、滅失及びき損の防止

乙は、当該協定による事務に係る個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止そ

の他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

2 委託の禁止

乙は、当該協定による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、

甲の指示又は承諾があるときを除き、第三者に取り扱わせてはならない。

3 個人情報の目的外利用・提供の禁止

乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、当該協定による事務に関して知り

得た個人情報を当該事務を処理するため以外に利用し、又は第三者に提供しては

ならない。

4 複写等の禁止

乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、当該協定による事務を処理するた

めに、甲から貸与され、又は乙が収集し、若しくは作成した個人情報が記録され

た資料等を複写し、又は複製してはならない。

5 事故発生時における報告

乙は、当該個人情報の保護に関する事項に違反する事態が生じ、又は生ずるお

それがあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとす

る。指定管理者の指定の期間が満了し、又は指定を取り消された後においても同

様とする。

6 立入検査等に関する事項
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甲は、乙が個人情報の取扱いについて市民の権利に重大な侵害を及ぼし、又は

及ぼすおそれがあると認めるときは、その事実を明らかにするために必要な限度

において、乙に対し、説明又は資料の提出を求め、その職員をして乙の事業所に

立ち入らせ、文書その他の資料を検査・調査させ、若しくは関係者に質問（以下

「立入検査等」という。）させることができるものとする。

（電子計算機処理による委託の場合）

甲は、乙に個人情報を取り扱う事務のうち電子計算機処理が行われるものを委

託するときは、定期に又は必要に応じて臨時に、乙に対し、立入検査等をするこ

とができるものとする。

乙は、甲の指示に従い、立入検査等に協力しなければならない。

7 資料等の返還等

乙は、当該協定による事務を処理するために甲から貸与され、又は乙が収集し、

若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、指定管理者の指定の期間が満

了し、又は指定を取り消された後、直ちに甲に返還し、又は引き渡すとともに、

すべての個人情報が記録された資料等を返還したことの確約書を提出するものと

する。ただし、甲が別に指示したときは、当該方法によるものとする。

8 電子情報の授受及び搬送

乙は、個人情報が記録された記録媒体を甲との間で授受する場合は、手渡しで

行わなければならない。

乙は、甲から貸与され、又は作成した個人情報が記録された記録媒体を搬送す

る場合は、盗難を防止する対策を講じなければならない。

乙は、当該記録媒体を硬質のケースに入れる等、記録媒体を物理的に保護する

ための対策を講じなければならない。

9 指定管理者における電子情報の保管及び廃棄

乙は、甲から貸与され、又は作成した個人情報が記録された記録媒体を、適切

に管理しなければならない。

乙は、個人情報が記録された記録媒体を廃棄する場合は、当該媒体に記録され

た情報資産をいかなる方法によっても復元できないよう破壊又は消去する等、情

報漏えいのないよう処理するとともに、処理日時、担当者及び処理内容を甲に報

告しなければならない。

乙は、端末機等の情報機器を貸借期間終了及び保守等により交換又は廃棄する

場合は、当該機器のハードディスク等に記録された個人情報をいかなる方法によ

っても復元できないよう破壊又は消去する等、情報漏えいのないよう処理すると

ともに、処理日時、担当者及び処理内容を甲に報告しなければならない。

10 個人情報保護マニュアルの遵守

乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、取り扱う個人情報の取得、利用又は

提供の方法などを定めた個人情報保護に関するマニュアル（以下「個人情報保護

マニュアル」という。）を遵守しなければならない。
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11 従業者に対する教育の実施

乙は、個人情報保護マニュアルに基づき従業者（派遣社員、アルバイト・パー

ト社員を含む。）に対して個人情報に関する教育を実施し、個人情報の保護に努

めなければならない。

12 個人情報の責任者及び取扱者

乙は、その取り扱う個人情報の漏えい、滅失、不正利用又はき損の防止その他

の個人情報を安全に管理するため、個人情報を取り扱うことができる者（以下「

取扱者」という。）を制限し、さらに取扱者を監督する責任者を選任しなければ

ならない。






